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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月

売上高 (千円) 3,089,296 3,129,393 2,756,180 2,275,492 2,656,699

経常利益 (千円) 259,471 363,205 290,034 131,217 244,478

当期純利益 (千円) 147,409 220,423 209,436 77,734 136,630

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 238,800 238,800 238,800 238,800 238,800

発行済株式総数 (株) 4,437,500 4,437,500 4,437,500 4,437,500 4,437,500

純資産額 (千円) 2,049,666 2,062,370 2,078,172 1,973,939 1,975,544

総資産額 (千円) 2,605,508 2,692,096 2,513,307 2,338,595 2,337,284

１株当たり純資産額 (円) 470.59 473.51 476.81 452.89 453.33

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

50.00

(―)

45.00

(―)

40.00

(―)

30.00 

(―)

30.00

(―)

１株当たり 
当期純利益 

(円) 33.53 50.61 48.08 17.84 31.35

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― 50.54 47.96 17.79 31.30

自己資本比率 (％) 78.7 76.6 82.7 84.4 84.5

自己資本利益率 (％) 7.2 10.7 10.1 3.8 6.9

株価収益率 (倍) 14.4 16.3 21.8 55.2 25.8

配当性向 (％) 149.1 88.9 83.2 168.2 95.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 525,649 468,446 417,589 61,733 83,133

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △24,784 △74,738 △58,424 38,318 △36,678

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △133,816 △217,775 △195,006 △173,383 △130,849

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,211,331 1,386,687 1,551,003 1,477,672 1,393,584

従業員数 (名) 43 42 41 38 36

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 当社は、連結財務諸表を作成していませんので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載していません。 

３ 当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしていません。 

４ 第26期は、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプションの潜在株式を調整し

た計算により、１株当たり当期純利益が減少しないため、記載をしていません。 
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２ 【沿革】 

 
昭和52年10月 訪問販売の専門商社として、株式会社尼崎を資本金100万円で設立。 

昭和55年11月 ピープル株式会社と改称、資本金400万円に増資。 

昭和57年２月 訪販業務を止め、玩具商品第１弾「わんぱくハウス」を発売。 

昭和57年７月 玩具商品第２弾「わんぱくジム」発売。玩具事業の基礎を確立。また業容拡大に伴い
本店を東京都台東区浅草橋５丁目に移転。 

昭和58年10月 ガムシリーズ商品第１弾「ガムちょーだいっ！にわとり」発売。 

昭和60年９月 放題シリーズ商品第１弾「いたずら１歳やりたい放題」発売。 

昭和63年７月 新発想の情緒安定玩具「１～４歳かわいい子には…水させろ」発売。 

昭和63年10月 業容拡大に伴い本店を東京都台東区浅草橋３丁目に移転。 

平成元年12月 ゲームシリーズ商品「集中力ゲーム」発売。 

平成２年４月 「NEW水させろ」「ごっこ部屋」発売。 

平成２年８月 幼児向け商品「かまってチョ！スライド投影機」発売。 

平成４年４月 組立式すべり台「豆の木」、マグネットつみき「ピタゴラス」発売。 

平成５年６月 ピタゴラスシリーズ「ピタゴラス入門編」発売。 

平成７年３月 ディズニーベビーシリーズ商品発売。 

平成８年２月 「おふろでぞろぞろ」「おふろですっぽんぽん」など６点のバストーイをヒットさ
せ、季節商品市場(春～夏物)への本格的参入を図る。 

平成８年４月 日本人の子どものかわいらしさを理想化した、新しい人形「たんぽぽのぽぽちゃん」
を発売。 

平成８年７月 業容拡大に伴い本店を東京都中央区東日本橋２丁目に移転。 

平成９年７月 ヒット商品の「たんぽぽのぽぽちゃん」におふろでも遊べる「おふろもいっしょぽぽ
ちゃん」を追加投入。 

平成９年９月 商号をPeople株式会社に変更。 

平成10年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年10月 「女の子だもんぽぽちゃん」を発売。 

平成11年３月 乳幼児向玩具をすべて環境ホルモン対策商品へ切りかえ。 

平成11年11月 額面普通株式１株を1.5株に分割し、発行済株式総数4,500千株となる。 

平成12年７月 １単位の株式数を1,000株から500株に変更。 

平成13年３月 安心と使いやすさのノンキャラ良品トゥモローベビーシリーズ商品を発売。 

平成13年７月 「やりたい放題 ビッグ版」を発売。 

平成13年11月 自転車シリーズ「いきなり自転車」男の子用、女の子用を発売。 

平成14年10月 自転車シリーズ「いきなり自転車 マークⅡ」を発売。 

平成15年４月 商号をピープル株式会社に変更。 

平成15年４月 委員会等設置会社(現 委員会設置会社)へ移行。 

平成15年10月 エンターテイメントグッズ「持ったときから、弾ける、唄える。」を発売。 

平成16年７月 「２歳の知育シリーズ」を発売。 

平成16年11月 新規シリーズ「孫と一緒に熱中シリーズ」を発売。 

平成17年７月 株式会社バンダイと資本業務提携。 

平成18年２月 「ちいぽぽちゃん」を発売。 
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３ 【事業の内容】 

当社は、幼児玩具の企画・開発及び販売を主要業務としています。商品の製造についてはすべて委

託生産を行い、閑散期の稼働率の低下によるロスを回避しています。商品カテゴリとしては、女児玩

具、幼児・知育玩具、遊具・乗り物、その他があります。 

 

４ 【関係会社の状況】 

 

名称 住所 
資本金または
出資金(百万円)

主要な事業の内容 
議決権の所有 

(被所有)割合(％) 
関係内容 

(その他の関係会社) 
 
株式会社バンダイ
ナムコホールディ
ングス  

東京都港区 10,000 

バンダイナムコグループ
の中長期経営戦略の立
案・遂行 
グループ会社の事業戦略
実行支援・事業活動の管
理 

0.0 
(20.4) 

注記のとおり

(注) １ 当社は株式会社バンダイナムコホールディングスの持分法適用関連会社であります。 

２ 有価証券報告書の提出会社であります。 

３ 当社の所有する株式会社バンダイナムコホールディングス議決権の所有割合については、重要な事項で

はないため、出資比率で表記しております。(所有株式数は15.6千株であり、その金額は貸借対照表記

載の通り26,489千円です。) 

４ 株式会社バンダイナムコホールディングスとの関係内容につきましては「主要な事業の内容」のとおり

です。 

 

＜株式会社バンダイナムコホールディングスの企業グループにおける当社の位置付け、その他の、当

社と株式会社バンダイナムコホールディングスとの関係＞ 

2005年７月14日に株式会社バンダイと当社は資本業務提携いたしました。同年９月29日には株式

会社バンダイと株式会社ナムコとの合併により株式会社バンダイナムコホールディングスが設立さ

れ、当社の筆頭株主は株式会社バンダイナムコホールディングスヘ移行しております。それにより、

当社は株式会社バンダイナムコホールディングスの持分法適用会社となっております。 

今後当社は、生産および販売における海外進出および拡充に向け、バンダイグループの一員とし

てグループのノウハウおよびネットワークのより強力な協力を得ながら、従来通り３歳児未満を中

心とした玩具企画製造事業を継続してまいります。 

第30回定時株主総会において取締役選任のご承認を頂き、前期に引き続き当期もバンダイナムコ

ホールディングスのグループ企業である株式会社バンダイより１名が当社の社外取締役として就任

しております。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年１月20日現在 

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円) 

36 33歳８ヶ月 ７年２ヶ月 4,524,013

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 上記の他、派遣社員が５名います。 

３ 平均年間給与は、平成18年２月度から平成19年１月度の実支給平均額で所定内賃金および時間外手当、

および賞与を含んでいます。 

 

(2) 労働組合の状況 

当社においては、労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

１ 経営の基本方針 

 当社は、以下を経営基本方針としております。 

1) 持続可能な株主利益の最大化を追求いたします。 

2) 新しい商品の研究開発に経営資源(主に人材)を重点投資するベンチャー企業として、常に挑

戦を志し、参入する分野に新しい風を吹き込むことを生き甲斐としています。 

3) 「持続は力」を信じ、拡大を目指して売上目標の設定から入る予算及び経営計画を排し、

「経営構造のバランス」を最重点に管理する経営に徹します。 

 

２ 業績の概況 

１ 当期の概況 

当期業績全般の概況 

   売上高比率  前年同期比 

 売上高 26億57百万円 100.0％ 16.8％増 

 営業利益 ２億27百万円 8.5％ 313.6％増 

 経常利益 ２億44百万円 9.2％ 86.3％増 

 当期純利益 １億37百万円 5.1％ 75.8％増 

    

 １株当たり当期純利益 31円35銭  

 １株当たり純資産額 453円33銭  

 

当期における玩具全般市場は、家庭の娯楽予算を圧倒的人気の新型TVゲーム機に持って行か

れ、わずかに残った子供向け玩具を一般玩具メーカーが少しづつ分け合う結果となりました。

当期を含むこの数年では、M&Aによる業界再編成が進むとともに、一方では商品の多様化も著し

く進み、それに合わせて売り場も多様化してきました。 

しかしこうした厳しい環境下に、一方では定番商品と言われる３歳未満を対象としたプリス

クール玩具は堅調に推移し、新参入の幼児自転車の好調な販売もあり、３年ぶりの体質改善、

業績回復へ直結することが出来ました。 

当社が強みとするマーケティングは着想からユーザーの手に渡るまで「全ては消費者に始ま

り、消費者に終わる」ことを原点としております。 

当30期において、新製品による需要喚起の機会が品質問題に起因し２年に亘り延期に追い込

まれたにも拘らず、底堅い業績回復達成という成果が得られた要因は、コンセプトと普遍性の

高さによって長年の定番となっている知育カテゴリーや自転車への消費者の根強い支持が原動

力となったと考えております。 



ファイル名:020_0707700101904.doc 更新日時:2007/04/11 8:21 印刷日時:07/04/11 8:22 

― 6 ― 

２ 当第30期の経営課題と進捗状況 

ここ数年当社を取り巻く経営環境に見られた、売上争奪による消耗戦に巻き込まれない事を

経営戦略とし雌伏期間を設けた前期までに対し、当30期では経営再構築をお約束し取り組みま

した。 

再構築への必達課題である中国生産における品質問題では、改善を約束するそばからも翌月

には人員が入れ替わってしまう事による品質悪化悪循環が現在も尚続いております。 

現地出張所の無い当社では第３者による現地検査体制システムを作ることで、日本への輸入

前に不良発生を食い止め、当期の売れ行き良好商品を売り逃さない事に努めるのが精一杯でし

た。 

新しいトレンド需要を掘り起こす新規商材の２大新製品では、品質確定に不備が生じ販売中

断に追い込まれたものの、早期の発見と対処で損失を最小限に留める事が出来ました。 

既存カテゴリーの訴求を絶やさない為の新製品やリニューアル発売は、万全を期して計画通

り実行し実績にも反映致しました。 

 

３ 当期商品の評価及び販売の状況 

冒頭でご報告の通り、当30期を支えたのは、陳腐化を防ぐための機能アップを目的とする新

製品やリニューアル品が功を奏した定番商品群で、各カテゴリーごとの販売状況は以下の通り

です。 

 

(カテゴリー別売上高の前期対比) 

(単位 千円) 

 
平成18年１月期 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

平成19年１月期 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

前年同期比

女児玩具 1,103,935 1,162,113 105.3％

幼児・知育玩具 850,353 1,069,443 125.8％

遊具・乗り物 129,772 269,770 207.9％

その他 191,432 155,373 81.2％

合計 2,275,492 2,656,699 116.8％

(注) 当期よりシリーズカテゴリー分類を変更しております。それに伴い、前年度の数値も組替えて表示してお

ります。 

 

＜女児玩具＞ 

幼い女の子のかわいらしい独占欲を満たすお人形「Who？ちゃん」は品質確定直後に予想外

の経時変化による不具合が発見され、泣く泣く販売を中止しました。一方、コマーシャル効

果で、今も尚待っているお子様がいます。残念ながらWhoちゃんが不良化してしまったお客様

に対しては、治療経過をこまめにお知らせすることで、小さな消費者の心を傷つけないよう

対策致しました。結果、沢山のお子様から「元気になって！」という手紙を頂いたり、お母

様にも逆に励まされる等、力付けられました。待って下さっている小さな消費者のためにも、

万全の品質対策を施した上で、来期の捲土重来を期しています。 
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一方同カテゴリーを支えたのは従来の定番人形「愛情のおけいこシリーズ」に、たった２

歳でも男女共に親性行動ホルモンを分泌するというキャッチフレーズで発売した「ちいぽぽ

ちゃん」でした。男の子にまで人形を与える現象を引き起こすほどのヒットとなり、これま

での縮小トレンドを食い止めました。しかし、５年ぶりに他社競合新製品が２社参入するな

ど夏以降の人形市場競争は激化しました。 

 

＜幼児知育玩具＞ 

競合品種も多く、PBブランド等の価格競争の激しい当カテゴリーで、消費トレンドの変化

に合わせた高額商品の「ピタゴラス」の復活に成功しました。且つ、つかまり立ち月齢に特

化した熱中知育シリーズにもワンランク上の価格とコンテンツの「熱中知育エクストラ」を

シリーズに加えたところ、ヒットし、年末の重点商材に扱われました。どちらも高くても買

ってあげたい満足に寄せた商品の成功によって同カテゴリーの売上増につながりました。 

又、乳幼児シリーズでは「ノンキャラ良品」の新製品「赤ちゃん新聞」のヒットがシリー

ズ全体の回転を牽引し、ノンキャラ良品購入者数を前年対比大きく増やし売上に貢献しまし

た。 

 

＜遊具・乗り物＞ 

三輪車の発売直後では消費者リコールに至る不具合が発覚しましたが、素早い判断により、

回収も交換作業も短期に終了しました。リコールを行なうことで直接お買い求めいただいた

お母様から「子供が気に入って手放さない」等の声が聞かれたことなど、コンセプトに対し

明らかな消費者の満足が確認出来たことは不幸中の幸いでした。12月下旬に抜本改良版のテ

スト販売に間に合い、瞬時完売という手ごたえに基づき来期期待商材につなげる事が出来ま

した。 

自転車は品質不良によるシップバック等継続的に悩まされましたが、当期の新色「いきな

り自転車マークⅡ」の４年ぶりの好調な売れ行き販売機会を逃さず商品供給が出来た事で同

カテゴリーの売上は顕著に回復しました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フローについて) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上高の増加に伴い売上債権が前期３百万円の減

少から当期は１億７百万円の増加に転じております。たな卸資産の減少額は前期より53百万円減

少し、仕入債務が前期７百万円の増加から当期は39百万円の減少に転じたことにより、合計で21

百万円増加の83百万円となりました。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フローについて) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、金型等設備の取得による支出が前期31百万円から当期

39百万円となった他、投資有価証券の取得による支出５百万円がありました。投資有価証券の売

却による収入は保有株式も減少していることから前期より88百万円少なく、結果、投資活動合計

で前期より75百万円減少し37百万円の支出となりました。 
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(財務活動によるキャッシュ・フローについて) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金支払額が前期１億74百万円から当期１億30

百万円となったことにより１億31百万円の支出となりました。 

以上により、現金及び現金同等物の期末残高は、前期より84百万円減少し13億94百万円となり

ました。 

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を区分別に示すと、次のとおりです。 

 

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

女児玩具 571,621 115.7

幼児・知育玩具 544,488 131.4

遊具・乗り物 151,950 200.4

その他 95,799 80.4

合計 1,363,857 123.6

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 海外仕入比率第29期は93.1％、第30期は94.7％です。 

３ 当期よりシリーズカテゴリー分類を変更しております。それにより前年度も組替えて比較しております。 

 

(2) 受注状況 

当社は、受注生産は行っておりません。 
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(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を区分別に示すと、次のとおりです。 

 

区分 販売高(千円) 前年同期比(％) 

女児玩具 1,162,113 105.3

幼児・知育玩具 1,069,443 125.8

遊具・乗り物 269,770 207.9

その他 155,373 81.2

合計 2,656,699 116.8

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 当期よりシリーズカテゴリー分類を変更しております。それにより前年度も組替えて比較しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 相手先 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

日本トイザらス㈱ 718,463 31.6 993,650 37.4

大和玩具㈱ 
(現トイズユニオン㈱) 

317,146 13.9 174,470 6.6

 

３ 【対処すべき課題】 

次期31期では、営業利益率10％のガイドラインまで戻す為の当30期経営課題を継続し、営業利益率

10％に向けて健全構造の再建に務めます。 

そのために、 

① 中国生産の質的悪化を中国の現実に見合って再構築し、５年以前に保たれていた品質、納期、

コストのレベルを取り戻すことを最優先課題とします。 

② 前述のように、過去の状況の復元を目指しながらも、開発着手から発売まで倍の時間を許容す

ること。コストも国際的な高騰や流動性に適応するための価格アローアンスを設けたアイデア

を追求します。 
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４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものが

あります。なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであり

ます。 

 

＜貸倒リスクについて＞ 

当社では貸倒による損益への影響を最小限にとどめるために、与信管理を徹底する一方、貸倒引

当を十分に行い、取引信用保険を付保しています。 

玩具業界全体において、大手問屋等の経営破綻や集約化は、ほぼ淘汰されて来つつあるように見

受けられ、当社においても今後は大幅な保険費用の発生や貸倒損失による利益への影響は、縮小に

向かうと見ていますが、当面はまだリスクに対する注意が必要と考えます。 

 

＜中国生産リスクについて＞ 

OEM生産委託商品のほとんどがローテク商品である当社にとって、近年に見られる中国産業構造に

おける著しい変化は、中国国内の人材流動を引き起こし、それに伴う不良率の悪化や製品化の納期

遅れ等の影響を受けています。現在は生産の９割強が中国生産に依存しており、製品コストの実現

性の点で生産基地をすぐに変更できないのが実状です。現在も当買付先の与信管理面での対策をと

っておりますが、当面リスクが避けられない状況です。 

 

＜流通の集約化と販路の偏りのリスク＞ 

当社の日本トイザらス株式会社への販売シェアは、当期も自転車のヒットにより当社販売シェア

の40％近くを占めており、その偏りのリスクがあります。 

 

＜為替にかかるリスクについて＞ 

為替予約残高につきましては、期末日の市場レートによる時価評価損益が営業外損益に反映され

ます。 

当期は短期を主とした先物予約および外貨による定期預金等を利用し、仕入決済に備えておりま

すが、期末日現在の市場レートにより時価評価損益が営業外損益に計上されています。 

 

＜投資有価証券にかかるリスクについて＞ 

当社は、投資有価証券の減損処理について、時価のあるものについては期末時点で帳簿価格より

30％以上下落しているもののうち、市場価格が帳簿価格まで明らかに回復すると判断されるもの以

外は、全て行うこととしております。当期、減損の対象となった銘柄はありません。 

また、時価のないもののうち、MBLベンチャーキャピタル株式会社および株式会社レクメドの２社

が共同業務執行組合員を務める民法上の任意組合であるライフサイエンス投資事業組合へ１億円の

投資をしています。投資期間はあと３年となりますが現時点では分配金収入は10百万円、減損処理

等による損失累計額は32百万円となっています。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、前事業年度において株式会社バンダイと資本業務提携を行うことに合意し、平成17年７月

14日に株式会社バンダイは当社株式の議決権20.4％を取得する手続を行いました。これにより、今後

当社は株式会社バンダイの持分法適用関連会社となります。 

この資本業務提携の目的は、当社が将来に向けてさらなる事業展開を図る上で、長年の課題であっ

たアジアを主流とする海外販売市場への進出、また、海外生産市場の拡充のために株式会社バンダイ

のノウハウや取引ネットワークの支援等を活用することにあります。 

なお、株式会社バンダイの関係会社となることで、当社の創業以来の経営理念や基本方針が損なわ

れることは、両社の意図ではないことから、当社はこれまで通り独立性を保ち、委員会設置会社とし

て所有および監視と、事業計画立案および経営を明確に分離させた体制で従来通り事業を継続いたし

ます。また、当社の販売取引先につきましても、従来からの変更はありません。 

同年９月29日に株式会社バンダイが株式会社ナムコと合併し、両企業グループを統括する株式会社

バンダイナムコホールディングスが設立されました。バンダイナムコグループ再編により12月１日を

もって株式会社バンダイが保有していました当社株式をバンダイナムコホールディングスが取得し、

それにより当社の筆頭株主は株式会社バンダイナムコホールディングスへ移行しております。 

平成19年４月12日開催の第30回定時株主総会における決議により、前期に引き続き株式会社バンダ

イナムコホールディングスのグループ企業である株式会社バンダイの田口三昭氏が当社の社外取締役

に就任いたしました。 

 

６ 【研究開発活動】 

(1) 研究開発活動の対象 

当社の研究、及び商品開発は、次のとおりの商品を主体としています。 

イ 就学前児童の玩具から同対象の映像・オーディオさらに保育事業に関する各種の研究開発活動 

ロ ベビー市場の拡大につながる商品、基礎玩具(積み木ブロック等)に関する各種の研究開発活動 

ハ 幼児からジュニア向け自転車の研究開発活動 

 

(2) 研究開発の体制 

当社の研究開発は、総勢27名で組織される玩具事業部において、商品開発着手から販売に至るま

で一貫して管理できるよう、各役割を分担しながらも効率的で連携のとれる体制を整えています。 

新事業および新商品の企画提案ならびに商品化を実現させるためのマーケティングプラン策定の

責任を持つ商品化担当、そのアイデアを商品化担当と共同して実際の商品にして行く製品化担当、

そして、営業企画担当が新製品のマーチャンダイジング戦略を立案し、販売担当が実行へと移して

行きます。 

商品開発の着手から初度生産量の決定は、各プロセスにおける会議体の積み重ねにより決定して

います。 
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(3) 研究開発費 

当事業年度の研究開発関連投資額は以下のとおりです。 

① 金型等設備投資額 40,805千円

② 試作費 9,868千円

③ 宣伝素材・取材調査費 51,143千円

    総額 101,816千円

(注) 金型等設備投資額は、貸借対照表の有形固定資産「工具器具備品」50,716千円に含まれています。試作費

及び宣伝素材費・取材調査費は、損益計算書の販売費及び一般管理費において「研究開発費」と表示して

います。 

 

(4) 研究開発の成果 

当事業年度中に発売開始した新製品の主なものは、次のとおりです。 

 

カテゴリー名 商品名 標準小売価格(税抜)

女児玩具 「ちいぽぽちゃん」 ￥3,980

 「ちいぽぽちゃんのおしゃべりベッドセット」 ￥5,980

 ぽぽちゃん・ちいぽぽちゃんの「新おしゃべりベッド」 ￥2,980

 ちいぽぽちゃんの着せかえ「くまちゃんカバーオール」 ￥980

 ちいぽぽちゃんの着せかえ「てんとう虫のベビー肌着」 ￥980

 お人形「あこがれ着回しぽぽちゃん」＜お風呂タイプ＞ ￥4,480

 「お風呂もお部屋もいっしょ ちいぽぽちゃん」 ￥3,980

 ぽぽちゃん良いとこ取りセット ￥8,700

 ちいぽぽちゃん良いとこ取りセット ￥8,700

 夏季限定「浴衣のぽぽちゃん」 ￥4,480

 ぽぽちゃんの「冬季限定ふわふわプードルファッション」 ￥4,180

 着せかえ「キラキラ光る浴衣セット」 ￥1,400

 着せかえ「うさぎちゃんの水着セット」 ￥1,400

 着せかえコレクション「あこがれ着回しごっこ」 ￥2,600

 着せかえコレクション「ワンちゃんのワンピース」 ￥1,300

 着せかえコレクション「チェックのフリフリスカート」 ￥1,300

 着せかえコレクション「お花のＧパンセット」 ￥1,300

 着せかえコレクション「冬季限定ふわふわプードルファッション」 ￥1,680

 「Who？ちゃん」 ￥8,480

幼児・知育玩具 「レシピナビ付きキッチンセット」 ￥4,980

 「１人で遊べる！？かくれんぼ ぐ～チョコランタン」 ￥4,980

 ノンキャラ良品シリーズ ８品 ￥450～￥1,800

 新「いじって遊べる認識絵本」ワンワン＆のりもの編 ￥2,100

 「いたずら１歳やりたい放題」(リニューアル) ￥3,480

 「ピタゴラス プレート」 ￥12,000

 「ピタゴラス はたらくくるま」 ￥5,000

 「知育歩行器」 オープン価格

 「熱中知育エクストラ」 ￥7,800

 「赤ちゃんの目線でとことん研究したメリー＆ジム」 ￥7,800

遊具・乗り物 「いきなり自転車Ⅱ」マンゴー＆ホワイト、マスカット＆ホワイト 各￥19,800

 「イチ押し！三輪」 ￥16,900

 「チェーン式三輪車」(「イチ押し！三輪」改良品) ￥16,900

その他 
 

マジックポッケのウェア「お砂入れて、ザーッ！」セット男の子用、女
の子用 

各￥2,600

 「集中力ゲーム」 ￥2,000

 バストーイ「じっとしてるヨ ボク！」他 全８種 ￥880～￥1,580
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１ 当期末の資産、負債、資本の概況 

当期末における総資産は23億37百万円となりました。資産の部においては、流動資産が９百万円

増加し20億58百万円となりました。主として現金及び預金が主に仕入決済等により84百万円減少し、

売掛金が売上高の増加に伴い１億24百万円増加しております。 

固定資産は、金型等の償却が進んだことで着手金としての建設仮勘定を含んでも前期より７百万

円減少しております。投資その他の資産につきましては、投資有価証券と為替予約の時価評価を含

み、結果固定資産合計では前期末より10百万円の減少となりました。 

負債の部につきましては、仕入輸入決済がほぼ入荷と同時進行したこと等により、買掛金の減少

の一方、未払法人税等の増加によりほぼ前期末と変わらず推移しました。 

以上の結果、自己資本比率は84.5％と前年とほぼ変わらず高水準で推移しました。 

 

２ たな卸資産の状況 

当社は常に在庫を適正に保つ方針でおります。毎期末時点において次期に商品力が衰えそうなも

のは大胆に減額を行い、有税で償却を行っております。当期末の評価減合計額は９百万円となり、

売上比では0.3％と減額幅は過去最少額に収まっております。 

 

３ 営業成績及び財産の状況の推移 

 

区分 
第26期 

(平成15年１月期) 
第27期 

(平成16年１月期)
第28期 

(平成17年１月期)
第29期 

(平成18年１月期) 
第30期 

(平成19年１月期)

売上高 (千円) 3,089,296 3,129,393 2,756,180 2,275,492 2,656,699

営業利益 (千円) 456,658 441,664 279,485 54,937 227,203

経常利益 (千円) 259,471 363,205 290,034 131,217 244,478

当期純利益 (千円) 147,409 220,423 209,436 77,734 136,630

１株当たり 
当期純利益 

(円) 33.53 50.61 48.08 17.84 31.35

総資産 (千円) 2,605,508 2,692,096 2,513,307 2,338,595 2,337,284

純資産 (千円) 2,049,666 2,062,370 2,078,172 1,973,939 1,975,544

(注) 第27期より１株当たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業

会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４

号)を適用しています。 
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２ 株式について 

＜株式、株主の状況＞ 

 

 
寄値 
(円) 

高値 
(円) 

安値 
(円) 

引値 
(円) 

出来高 
(千株) 

株主数 
(名) 

平成14年１月21日～平成15年１月20日 470 640 420 484 560 1,065

平成15年１月21日～平成16年１月20日 493 880 445 823 739 1,154

平成16年１月21日～平成17年１月20日 810 1,190 700 1,050 1,453 1,339

平成17年１月21日～平成18年１月20日 1,050 1,235 899 984 1,684 1,420

平成18年１月21日～平成19年１月20日 974 975 711 810 859 1,373
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社の設備投資は、主に新商品の製造に必要な金型等設備に対するものです。また、これらの金型

等設備は製造委託先に貸与しています。 

当期に実施した設備投資の総額は、期初計画比51％の40,925千円でした。内訳は金型等設備への投

資40,805千円、器具備品等への投資119千円です。 

設備の除却は、金型等設備について5,850千円行っています。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年１月20日現在 

帳簿価額(千円) 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

建物 車輌運搬具
工具器具
備品 

土地 
(面積㎡) 

合計 

従業員数
(名) 

本社 
(東京都中央区) 

事務設備 
(全社共通) 

― 546 1,165
― 
(―) 

1,711 36

製造委託先 
(国内外の製造工場) 

玩具製造設備 
(全社共通) 

― ― 49,550
― 
(―) 

49,550 ―

厚生施設 
(神奈川県足柄下郡 
真鶴町) 

厚生施設 
(全社共通) 

20,099 ― ―
6,984 
(46.06) 

27,083 ―

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれていません。 

３ 上記の他、派遣社員が５名います。 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 

投資予定額 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
総額 
(千円) 

既支払額
(千円) 

資金調達方法 着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力

製造委託先 
(国内外の製造工場) 

金型等設備 80,000 ― 自己資金 
平成19年 
２月 

平成20年 
１月 

新商品の
生産 

(注) 上記金額には消費税等は含まれていません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項の計画はありません。 

 



ファイル名:040_0707700101904.doc 更新日時:2007/04/11 8:21 印刷日時:07/04/11 8:22 

― 16 ― 

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 17,937,500

計 17,937,500

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年１月20日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年４月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,437,500 4,437,500
ジャスダック 
証券取引所 

― 

計 4,437,500 4,437,500 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年７月３日 
△62,500 

(注) 
4,437,500 ― 238,800 ― 162,700

(注) 利益による自己株式の消却 
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(5) 【所有者別状況】 

平成19年１月20日現在 

株式の状況(１単元の株式数500株) 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

単元未満
株式の状況

(株) 

株主数 
(人) 

― 4 4 28 4 ― 1,323 1,363 ―

所有株式数 
(単元) 

― 215 44 2,278 347 ― 5,988 8,872 1,500

所有株式数 
の割合(％) 

― 2.43 0.51 25.67 3.92 ― 67.47 100.00 ―

(注) 自己株式79,690株は「個人その他」に159単元、「単元未満株式の状況」に190株含まれています。 

 

(6) 【大株主の状況】 

平成19年１月20日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社バンダイナムコホール
ディングス 

東京都港区港南２丁目16－２ 
太陽生命品川ビル 

888 20.01

アール ビーシー デクシア 
インベスター サービシーズ 
トラスト ロンドン 
クライアント アカウント 
(常任代理人 スタンダード 
チャータード銀行) 

71 QUEEN VICTORIA STREET, LONDON, 
EC4V 4DE, UNITED KINGDOM 
 
東京都千代田区永田町２丁目11―１ 

169.9 3.83

桐 渕 真一郎 東京都港区 150 3.38

桐 渕 千鶴子 東京都港区 100 2.25

株式会社三菱東京UFJ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21―24 93 2.10

市 川 正 史 東京都港区 90 2.03

竹 田 和 平 愛知県名古屋市天白区 70 1.58

横 田 真 子 東京都文京区 70 1.58

椿   潤 子 東京都江東区 54 1.22

計 ― 1,684.9 37.97

(注) 自己株式79,690株を保有しています。発行済株式総数に対する割合は1.80％となっています。 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年１月20日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   79,500

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,356,500
8,713 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,500
― ― 

発行済株式総数 4,437,500 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,713 ― 

 

② 【自己株式等】 

平成19年１月20日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ピープル株式会社 

東京都中央区東日本橋 
２－15－５ 

79,500 ― 79,500 1.79

計 ― 79,500 ― 79,500 1.79

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は自己株式取得方式によるストックオプション制度を採用しています。 

自己株式取得方式によるストックオプション制度は、旧商法第210条ノ２第２項及び、商法第280

条ノ21の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成12年６月15日第23回定時株主

総会終結時に在籍する勤続３年以上の従業員ならびに平成13年６月15日第24回定時株主総会終結時

に在任する取締役及び従業員(幹部社員)に対して付与することを、平成12年６月15日ならびに平成

13年６月15日の定時株主総会において決議されたものです。 
 

（平成12年６月15日第23回定時株主総会にて決議) 

付与対象者 株式の種類 株式数 譲渡価格 権利行使期間 
権利行使に 
ついての条件 

勤続３年以上の従業員 

１名 

３名 

１名 

２名 

計 ７名 
 

普通株式 

 

   6,000株

一律 5,000株

   3,000株

一律 2,000株

計  28,000株
 

1,281円 

自 平成14年６月16日 

 

至 平成22年６月15日 
 

(注２) 

(注) １ 付与対象者及び株式総数は平成13年３月20日現在のものです。また、譲渡価格は平成12年８月28日の臨

時取締役会で決議された価格です。 

２ 「権利行使についての条件」は、上記株主総会及び取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締

結する「譲渡請求権付与契約」に定めるものとします。 

３ 平成19年１月20日現在におきましては、付与対象者は３名減少し、４名であり、新株発行予定数は

10,000株減少し、18,000株であります。 
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（平成13年６月15日第24回定時株主総会にて決議) 

付与対象者 株式の種類 株式数 譲渡価格 権利行使期間 
権利行使に 
ついての条件 

取締役    １名 普通株式    10,000株

従業員(幹部社員) 

  １名 

  ４名 

計 ５名 
 

普通株式 

 

   5,000株

一律 3,000株

計  17,000株

534円 

自 平成15年６月16日 

 

至 平成23年６月15日 
 

(注３) 

(注) １ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 

譲渡価額は、権利付与日後に当社が株式分割及び時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合(株式

に転換しうる証券または新株を引き受ける権利を付与された証券を発行する場合を含む。)には、次の

算式により調整される。 

    新規発行株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数＋

分割・新規発行前の株価 
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 ×

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

なお、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 付与対象者及び株主総数は平成14年１月20日現在のものです。 

また、譲渡価格は平成14年２月12日の臨時取締役会議で決議された価格です。 

３ 「権利行使についての条件」は、上記株主総会及び取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締

結する「譲渡請求権付与契約」に定めるものとします。 

４ 平成19年１月20日現在におきましては、付与対象者は１名の減少および１名の行使により、４名であり、

新株発行予定数は6,000株減少し21,000株であります。 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 
 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による 
 普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 
 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

株主総会(平成―年―月―日)での決議状況 
(取得期間―年―月―日～―年―月―日) 

― ―

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 690 591,380

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

 

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

 



ファイル名:040_0707700101904.doc 更新日時:2007/04/11 8:21 印刷日時:07/04/11 8:22 

― 20 ― 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
 

当事業年度 当期間 

区分 
株式数(株) 

処分価額の総額
(円) 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

  

保有自己株式 79,690 ― 79,690 ―
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３ 【配当政策】 

 

  
第26期 

平成15年１月
第27期 

平成16年１月
第28期 

平成17年１月
第29期 

平成18年１月 
第30期 

平成19年１月

１株当たり配当額 (円) 50.00 45.00 40.00 30.00 30.00

配当総額 (千円) 217,775 195,998 174,340 130,755 130,734

配当利回り  10.33％ 5.47％ 3.81％ 3.05％ 3.70％

自己資本比率  78.7％ 76.6％ 82.7％ 84.4％ 84.5％

 

①〔会社の配当に関する基本方針〕 

 配当は業績連動とし、安定配当政策は行いません。 

既製品の持続性が弱く、かつ、新製品の成否が予測し難い業種であり、それゆえに「持続性」

を最重視した経営に徹しています。しかし、消費者ニーズが流動的なのは避け難く、株式公開以

来実行してきたように、決算時の業績をほぼそのまま配当政策に反映させていただく方針を今後

も継続してまいります。 

配当額の具体案は配当可能な剰余金の０から100％までの範囲で次の要素を勘案の上、決定して

います。 

ａ．剰余金の額(自己資本比率55～65％が業績とは別に配慮の必要を、上場以来持ち続けていま

す。) 

ｂ．為替、有価証券の評価損益 

ｃ．適切な信用力を維持できる財務内容の確保(自己資本比率の推移) 

ｄ．資金需要の状況 

ｅ．より高い株主利益の達成が可能な投資案件の有無。 

ｆ．自己株式の買入れの有無とその額 

 

②〔当期配当について〕 

上記のとおり、当社は公開以来、配当は業績連動とすることを基本方針としております。当期に

おきましては、１株当たり当期純利益は31円35銭となりましたことから、配当額は当期純利益の範

囲を基準として検討し、平成19年３月19日の取締役会決議により、１株当たり30円00銭とさせてい

ただきました。 

 

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 

平成19年３月19日取締役会決議 130,734 30.0

 

③〔剰余金の配当の決定機関について〕 

当社は剰余金の配当について、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず、

取締役会の決議により定めることを定款で定めております。 

 

④〔配当の基準日について〕 

当社の期末配当の基準日は毎年１月20日とし、中間配当の基準日は毎年７月20日としております。 
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４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 平成19年１月 

最高(円) 640 880 1,190 1,235 975

最低(円) 420 445 700 899 711

(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降

はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャ

スダック証券取引所に移行しております。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月

最高(円) 840 910 830 826 850 883

最低(円) 800 800 806 780 800 801

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 
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５ 【役員の状況】 

(1) 取締役の状況 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)

昭和46年４月 ㈱マッキャンエリクソン博報堂 
入社 

昭和51年６月 同社 退社 
昭和52年６月 日本アイ・エフ・ジー㈱ 入社 
昭和53年12月 同社 退社 
昭和57年３月 ㈱デザインリブ・インターナショ

ナル 入社 
昭和61年10月 同社 退社 
昭和61年11月 当社 入社 取締役企画部長 就

任 
平成３年11月 当社 代表取締役 就任 
平成14年４月 当社 代表取締役会長 就任 
平成15年４月 当社 代表執行役 就任 
平成17年４月 当社 執行役 就任 

取締役  桐 渕 千鶴子 昭和22年10月26日生

平成19年４月 代表執行役 就任 

 

100

昭和55年４月 オート株式会社 入社 
平成３年９月 同社 退社 
平成３年10月 当社 入社 
平成４年５月 当社 販売部長 就任 
平成９年６月 当社 取締役営業部長 就任 
平成10年６月 当社 執行幹部営業・生産管理部

長 就任 
平成12年６月 当社 執行役員事業本部長 就任 

(現任) 
平成13年６月 当社 取締役 就任 
平成14年４月 当社 代表取締役社長 就任 
平成15年４月 当社 代表執行役 就任 
平成17年４月 当社 執行役 就任 

取締役  小 暮 雅 子 昭和32年４月22日生

平成19年４月 代表執行役 就任 

 

10

昭和50年５月 新光監査法人 入社 
昭和58年７月 同監査法人 退社 
昭和58年８月 片山公認会計士事務所 開設 
昭和61年12月 当社 監査役 就任 
平成７年６月 当社 取締役 就任 
平成８年６月 当社 監査役 就任 

社外取締役  片 山 茂 雄 昭和23年11月16日生

平成12年６月 当社 取締役 就任(現任) 

 

36

昭和62年６月 札幌国税局長 
昭和63年６月 東日本旅客鉄道㈱取締役就任 
平成８年６月 ㈱日本レストランエンタプライズ

代表取締役会長就任 
社外取締役  友 浦 栄 二 昭和７年４月１日生

平成15年４月 当社 取締役 就任(現任) 

 

―

昭和59年４月 東京弁護士会弁護士 登録 
昭和60年10月 柳田野村法律事務所 在籍 
平成４年６月 当社 監査役 就任 
平成15年４月 当社 監査役 退任 
平成16年６月 ㈱サイバーコミュニケーションズ

社外取締役 就任 
平成17年４月 当社 取締役 就任(現任) 

社外取締役  秋 山   洋 昭和21年12月３日生

平成18年６月 アルプス電気㈱監査役就任(現任) 

 

―

昭和57年４月 株式会社バンダイ入社 
平成15年６月 同社 取締役 就任 
平成18年４月 同社 常務取締役 就任(現任) 

社外取締役  田 口 三 昭 昭和33年６月16日生

平成18年４月 当社 取締役 就任(現任) 

 

―
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(注) １ 社外取締役の４名は、会社法第２条第15号の要件を満たしております。 

２ 当社は委員会設置会社です。平成19年４月12日開催の取締役会で選任され、就任しました。委員会の各

委員は、下記のとおりです。 

「指名委員会」： 秋 山   洋 友 浦 栄 二 桐 渕 千鶴子  

「監査委員会」： 友 浦 栄 二 片 山 茂 雄 秋 山   洋 田 口 三 昭

「報酬委員会」： 片 山 茂 雄 友 浦 栄 二 小 暮 雅 子  

３ 第30期指名委員会により指名された取締役のうち、社外取締役の指名理由は、以下のとおりです。 

氏名 社外取締役の指名理由 

片 山 茂 雄 主に会計の専門家として経営の監視・監督に適任である。 

友 浦 栄 二 主に財務の専門家として経営の監視・監督に適任である。 

秋 山   洋 主に法律の専門家として経営の監視・監督に適任である。 

田 口 三 昭 
筆頭株主のグループ企業の経営者の一人として、経営の監視・監督に
適任である。 

 

(2) 執行役の状況 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)

代表執行役  桐 渕 千鶴子 昭和22年10月26日生 (1) 取締役の状況参照  同左 

代表執行役  小 暮 雅 子 昭和32年４月22日生 (1) 取締役の状況参照  同左 

昭和28年４月 俳優座養成所 入所 

昭和43年８月 ㈱マッキャンエリクソン博報堂 

入社 

昭和53年６月 オート㈱ 取締役 就任 

昭和58年８月 当社 代表取締役 就任 

昭和63年９月 オート㈱ 取締役 退任 

平成４年６月 当社 代表取締役 辞任 

平成15年４月 当社 執行役 就任 

平成17年４月 当社 代表執行役 就任 

執行役  桐 渕 真一郎 昭和７年６月24日生

平成19年４月 当社 執行役 就任 

 

150 

取締役及び執行役計 296 

(注) 執行役桐渕真一郎は、取締役兼代表執行役桐渕千鶴子の配偶者です。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は小規模ながら、既に公開年度の９年前より取締役会の構成の改革を行い、当社と直接利害関

係を持たない社外取締役の人数を過半数と定款に定め、同時に、経営の監視と業務執行の責務別の報

酬制度の有り方の基準をつくりました。また、その結果を個人別に株主の皆様にディスクローズする

等、どこよりも真っ先に徹底したコーポレート・ガバナンス体制を自主的に作り実行してまいりまし

た。 

 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

商法改正を機会に平成15年４月より、より透明性の高い経営を目指して、委員会設置会社に移

行し、企業の重要意思決定及び監視監督に携わる取締役と重要事業提案及び決定事項の執行に専

念する執行役によって運営しております。 

 

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

1) 取締役会 

企業の重要意思決定を行う取締役会の構成は、当事業年度は、執行役兼務の社内取締役２名

と、社外取締役４名の計６名で組織され、平成19年４月12日に開催した定時株主総会後は、執

行役兼務の社内取締役２名と、社外取締役４名の計６名で組織されています。 

また、取締役会内に各々過半数以上を社外取締役が占める３つの委員会「指名委員会」「監

査委員会」「報酬委員会」を設置しています。 

 

2) 執行役 

執行役は、取締役会において決定された事項および重要事業提案の執行に専念いたします。 

執行役は３名で、当事業年度は内１名が代表執行役を務めました。なお、平成19年４月12日

に開催した取締役会における代表執行役の決議により、同日以後は、執行役３名の内２名が代

表執行役を務めています。 

 

③ 監査委員会の職務遂行のために必要な事項についての取締役会の決議の概要 

1) 監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査委員会は、会計監査人であるあずさ監査法人と期中より協議を行ない、適時、会計面で

のアドバイスを受けています。このような会計監査人との協議等を通じて、監査委員会は自ら

果たすべき監査業務を遂行しています。このため、監査委員会の職務を補助すべき使用人を社

内に置かないことを取締役会において決議しております。 

 

2) 前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関する事項 

前述のとおり、監査委員会の職務を補助すべき使用人を社内に置かないことを決議している

ため、該当事項はありません。 
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3) 執行役および使用人が監査委員会に報告すべき事項その他監査委員会に対する報告に関する

事項 

執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに、監査委

員に当該事実を報告することを規定した執行役会規程を制定しています。 

 

4) 執行役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する事項 

執行役は、執行役会の議事について、議事録を作成し、議長ならびに出席執行役がこれに署

名押印し、取締役から閲覧の請求があった場合はそれに応じることを規定した執行役会規程を

制定しています。 

 

5) 損失の危険の管理に関する規程その他体制に関する事項 

執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに、監査委

員に当該事実を報告することを規定した執行役会規程を制定しています。 

また、個別の損失危険につき、以下の取締役会決議をしています。 

1. 執行役は、取締役会への為替予約の方針及び執行状況を報告する義務を課す決議 

2. 取引信用保険を更新する決議 

 

6) 執行役の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ、効率的に行われることを確保するた

めの体制に関するその他の事項 

1. 会計監査人の選任・不再任・解任に関する株主総会に提出する議案の内容は、監査委員会

の決議によるものとした監査委員会規程を制定しています。 

2. 社員は法令違反の隠蔽、意図的違反の議決、内部機密事項の漏洩が行われることを発見し

た時は、直ちに監査委員会または外部機関に当該事実を報告しなければならない旨を、従業

員服務規律に定めています。 

 

④ 会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社と社外取締役との人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

 

(2) 取締役の定数 

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております 

 

(3) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。

これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うこ

とを目的とするものであります。 

 



ファイル名:040_0707700101904.doc 更新日時:2007/04/11 8:21 印刷日時:07/04/11 8:22 

― 27 ― 

(4) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 堀之北 重 久 (あずさ監査法人) 

 北 川 健 二 (あずさ監査法人) 

 

② 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 １名 

 会計士補  ３名 

 その他   ２名 

 

(5) リスク管理体制の整備の状況 

当社では、週に１回開催される社内連絡会議または月に１回開催される執行役会議において、事

業状況、業績予想、業績結果、発生および決定事実等の社内情報共有化を図り、毎月１回開催され

る取締役会議において取締役会へ報告致します。 

また、共有化された情報に関しては、常に全社員に対しコンプライアンスを徹底致します。 

 

(6) 役員報酬の内容 

報酬委員会で定めた取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針 

当社は、委員会設置会社であり、取締役、執行役の報酬については、業績を監督する報酬委員会

により方針が定められ、毎期の審議を委ねます。 

当期の取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針は以下のとおりです。 

 

取締役は執行役に対して独立性を保つ必要があります。そのため、執行役と取締役を兼務する社

内の取締役と、社外取締役とは分けて考えます。 

① 社外取締役の報酬は当社に生活を依存しない範囲の相応な確定金額とし、業績連動型とはしな

いものとします。 

② 執行役兼務の社内取締役については、「取締役」としての確定金額は、当期は「ゼロ」と査定

しました。 

③ 執行役の責務は取締役会から委任を受け、継続可能な株主利益の拡大を追求することです。従

って、「執行役」の報酬は、株主利益に連動した業績連動の報酬とし、個人別報酬を取り決め

ました。 

④ 執行役の個人別不確定金額は報酬委員会において、毎期業績に応じて取り決められます。当期

の業績状況から、報酬委員会では執行役の個人別不確定金額の報酬は、「ゼロ」となりました。 
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なお、個人別報酬内容は以下のごとくとなります。 

 

前事業年度 当事業年度 

報酬委員会決議に基づく報酬 報酬委員会決議に基づく報酬 現役職・氏名 

確定金額
(千円) 

不確定金額
(千円) 

合計 
(千円) 

確定金額 
(千円) 

不確定金額 
(千円) 

合計 
(千円) 

取締役兼代表執行役  桐 渕 千鶴子 20,000 ― 20,000 20,000 ― 20,000

取締役兼代表執行役  小 暮 雅 子 20,000 ― 20,000 20,000 ― 20,000

社外取締役      片 山 茂 雄 3,600 ― 3,600 3,600 ― 3,600

社外取締役      友 浦 栄 二 3,600 ― 3,600 3,600 ― 3,600

社外取締役      前 田 道 裕 3,600 ― 3,600 ― ― ―

社外取締役      秋 山   洋 3,600 ― 3,600 3,600 ― 3,600

社外取締役      田 口 三 昭 ― ― ― 3,600 ― 3,600

執行役        桐 渕 真一郎 18,600 ― 18,600 18,600 ― 18,600

(注) 報酬期間は毎期５月度から翌年４月度の12ヶ月間となっています。 

 

(5) 監査報酬の内容 

当社が支払うべき報酬等の額 16,600千円

上記のうち、公認会計士法第２条第１項の業務(監査証明業務)の対価と

して支払うべき報酬等の合計額 16,600千円

上記のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 16,600千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額を記載しております。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。前事業年度(平成17年１月21日

から平成18年１月20日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度(平成18年１月21日か

ら平成19年１月20日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成17年１月21日から平成18年１月20日)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附

則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年１月21日から平成18年１月

20日まで)及び当事業年度(平成18年１月21日から平成19年１月20日まで)の財務諸表について、あずさ

監査法人の監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成18年１月20日) 
当事業年度 

(平成19年１月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  1,478,054  1,393,882

２ 受取手形  21,370  4,300

３ 売掛金  374,461  498,691

４ 商品  125,547  126,700

５ 部品  4,745  2,299

６ 前渡金  20,428  14,408

７ 前払費用  9,625  4,932

８ 繰延税金資産  9,867  14,204

９ 為替予約  917  ―

10 未収消費税等  2,545  ―

11 その他  4,083  681

貸倒引当金  △2,312  △1,789

流動資産合計  2,049,332 87.6  2,058,308 88.1

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物  36,908 36,908 

減価償却累計額  △15,796 21,112 △16,809 20,099

(2) 車両運搬具  9,482 9,482 

減価償却累計額  △8,848 633 △8,936 546

(3) 工具器具備品  485,680 429,824 

減価償却累計額  △425,378 60,303 △379,108 50,716

(4) 土地  6,984  6,984

(5) 建設仮勘定  ―  4,089

有形固定資産合計  89,033 3.8  82,434 3.5

２ 無形固定資産   

(1) 電話加入権  698  698

(2) ソフトウェア  71  ―

(3) 商標権  17  ―

無形固定資産合計  787 0.1  698 0.0

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  86,331  71,429

(2) 関係会社株式  26,130  26,489

(3) 繰延税金資産  24,422  22,372

(4) 保証金・敷金  28,925  28,925

(5) 保険積立金  31,439  34,360

(6) 為替予約  2,197  12,269

投資その他の資産合計  199,444 8.5  195,844 8.4

固定資産合計  289,264 12.4  278,976 11.9

資産合計  2,338,595 100.0  2,337,284 100.0
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前事業年度 

(平成18年１月20日) 
当事業年度 

(平成19年１月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  110,267  108,135

２ 買掛金  61,228  24,357

３ 未払金  22,229  10,266

４ 未払費用  72,368  60,542

５ 未払法人税等  44,414  96,953

６ 未払消費税等  ―  7,347

７ 預り金  4,149  4,141

流動負債合計  314,656 13.5  311,740 13.4

Ⅱ 固定負債   

１ 未払取締役退職慰労金  50,000  50,000

固定負債合計  50,000 2.1  50,000 2.1

負債合計  364,656 15.6  361,740 15.5

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※１ 238,800 10.2  

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  162,700  

２ その他資本剰余金   

 (1) 自己株式処分差益  12  

資本剰余金合計  162,712 7.0  

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  59,700  

２ 任意積立金   

別途積立金  1,000,000  

３ 当期未処分利益  546,865  

利益剰余金合計  1,606,565 68.7  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  7,755 0.3  

Ⅴ 自己株式 ※２ △41,892 △1.8  

資本合計 ※３ 1,973,939 84.4  

負債資本合計  2,338,595 100.0  
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前事業年度 
(平成18年１月20日) 

当事業年度 
(平成19年１月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金   238,800 10.2

２ 資本剰余金   

(1) 資本準備金   162,700

(2) その他資本剰余金   12

資本剰余金合計   162,712 7.0

３ 利益剰余金   

(1) 利益準備金   59,700

(2) その他利益剰余金   

別途積立金   1,000,000

繰越利益剰余金   552,739

利益剰余金合計   1,612,439 69.0

４ 自己株式   △42,484 △1.8

株主資本合計   1,971,468 84.4

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券評価差額金   4,076 0.1

評価・換算差額等合計   4,076 0.1

純資産合計   1,975,544 84.5

負債純資産合計   2,337,284 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  2,275,492 100.0  2,656,699 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  

 １ 商品期首たな卸残高  184,227 130,293 

 ２ 当期商品仕入高 ※２ 1,103,297 1,363,857 

 ３ 他勘定受入高 ※３ 57,017 49,856 

   合計  1,344,542 1,544,006 

 ４ 他勘定振替高 ※４ 13,080 7,068 

 ５ 商品期末たな卸残高 ※1,2 130,293 1,201,169 52.8 128,999 1,407,938 53.0

   売上総利益  1,074,323 47.2  1,248,760 47.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

 １ 広告宣伝費  296,218 307,540 

 ２ 販売促進費  60,259 54,245 

 ３ 運賃  136,472 155,515 

 ４ 役員報酬  72,100 70,300 

 ５ 給与手当  184,125 178,284 

 ６ 従業員賞与  530 1,020 

 ７ 法定福利費  25,692 24,689 

 ８ 福利厚生費  10,325 9,335 

 ９ 減価償却費  2,272 1,689 

 10 賃借料  33,857 33,716 

 11 支払手数料  48,666 50,815 

 12 研究開発費 ※５ 66,650 61,010 

 13 その他  82,220 1,019,385 44.8 73,398 1,021,558 38.5

   営業利益  54,937 2.4  227,203 8.5

Ⅳ 営業外収益   

 １ 受取利息  23 2,345 

 ２ 受取配当金  1,082 503 

 ３ 為替予約評価益  28,962 9,154 

 ４ 投資有価証券売却益  49,776 2,821 

 ５ 為替差益  ― 10,581 

 ６ その他  2,329 82,171 3.6 974 26,379 1.0

Ⅴ 営業外費用   

 １ 為替差損  2,927 ― 

 ２ 投資運用損失  2,858 9,027 

 ３ その他  106 5,891 0.2 78 9,105 0.3

   経常利益  131,217 5.8  244,478 9.2

Ⅵ 特別利益   

 １ 貸倒引当金戻入益  1,588 1,588 0.0 523 523 0.0

Ⅶ 特別損失   

 １ 固定資産除却損 ※６ 335 639 

 ２ 商品市場回収費用  ― 335 0.0 11,740 12,380 0.5

  税引前当期純利益  132,470 5.8  232,621 8.7

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 35,416 95,755 

   法人税等調整額  19,320 54,736 2.4 236 95,991 3.6

  当期純利益  77,734 3.4  136,630 5.1

  前期繰越利益  469,130  

  当期未処分利益  546,865  
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③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

  ［利益処分計算書］ 

 

  
前事業年度 

取締役会承認年月日 
(平成18年３月20日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  546,865 

Ⅱ 利益処分額   

 １ 配当金  130,755 130,755 

Ⅲ 次期繰越利益  416,110 

   

(注) 日付は取締役会承認年月日であります。 

 

  ［株主資本等変動計算書］ 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

 

株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年１月20日残高(千円) 238,800 162,700 12 162,712

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成19年１月20日残高(千円) 238,800 162,700 12 162,712

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平成18年１月20日残高(千円) 59,700 1,000,000 546,865 1,606,565 △41,892 1,966,185

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  △130,755 △130,755  △130,755

 当期純利益  136,630 136,630  136,630

 自己株式の取得  △591 △591

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― 5,875 5,875 △591 5,284

平成19年１月20日残高(千円) 59,700 1,000,000 552,739 1,612,439 △42,484 1,971,468
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評価・換算差額等 

 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

純資産合計 

平成18年１月20日残高(千円) 7,755 7,755 1,973,939

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △130,755

 当期純利益 136,630

 自己株式の取得 △591

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△3,679 △3,679 △3,679

事業年度中の変動額合計(千円) △3,679 △3,679 1,605

平成19年１月20日残高(千円) 4,076 4,076 1,975,544
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  132,470 232,621 

減価償却費  46,486 45,512 

貸倒引当金の減少額  △1,670 △523 

受取利息及び受取配当金  △1,105 △2,849 

為替差損(△益)  0 △307 

投資有価証券売却益  △49,776 △2,821 

有形固定資産除却損  6,378 5,850 

投資運用損失  2,858 9,027 

為替予約評価益  △28,962 △9,154 

売上債権の減少(△増加)額  3,478 △107,159 

たな卸資産の減少額  53,935 1,293 

前渡金の減少(△増加)額  △13,897 6,020 

未払消費税等の増加(△減少)額  △4,046 7,347 

未収消費税等の減少(△増加)額  △2,545 2,545 

仕入債務の増加(△減少)額  6,642 △39,003 

その他資産負債の増減額  4,473 △24,633 

小計  154,720 123,766 

利息及び配当金の受取額  1,105 2,849 

法人税等の支払額  △94,092 △43,481 

営業活動によるキャッシュ・フロー  61,733 83,133 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △30,730 △38,671 

投資有価証券の取得による支出  ― △4,700 

関係会社株式の取得による支出  △22,312 ― 

投資有価証券の売却による収入  91,360 3,693 

その他の投資に係る収入  ― 3,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー  38,318 △36,678 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出  ― △591 

配当金の支払額  △174,283 △130,343 

その他  900 85 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △173,383 △130,849 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △0 307 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △73,332 △84,087 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,551,003 1,477,672 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,477,672 1,393,584 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価の方法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

その他有価証券 

同左 

 …決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  時価のないもの 

 …移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(証券取引法第

２条第２項により有価証券とみなされ

るもの)については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっておりま

す。 

 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価の方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価の方法 

(1) 商品 

  移動平均法による原価法 

(1) 商品 

同左 

 (2) 部品 

  移動平均法による原価法 

(2) 部品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっています。なお、耐

用年数は以下のとおりです。 

 建物…………………47年 

 車両運搬具…………６年 

 工具器具備晶 

 ・事務用器具…４～８年 

 ・金型等……………２年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法によっています。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっています。ただし、ソ

フトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し

て回収不能見込額を計上しています。

(1) 貸倒引当金 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金および取得日

から３ヶ月以内に償還期限または満期

日の到来する流動性の高い容易に換金

可能であり、かつ、価格の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっています。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っています。 

同左 

 

会計方針の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,975,544

千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

貸借対照表関係 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、同年12

月１日より適用されたこと、及び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17

年２月15日付で改正されたことに伴い、投資事業有限

責任組合及びそれに類する組合への出資(証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなされるもの)を前

事業年度まで投資その他の資産の「出資金」として表

示しておりましたが、当事業年度より「投資有価証

券」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は、69,681千円です。 

――――― 

損益計算書関係 

 上記変更に伴い、営業外費用の「出資金運用損」

は、「投資運用損失」として表示することに変更しま

した。 

――――― 

 

追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

損益計算書 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費のその他に計上しております。この結果、

販売費及び一般管理費が3,004千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少してお

ります。 

――――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成18年１月20日) 

当事業年度 
(平成19年１月20日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 

          普通株式 17,937.5千株

発行済株式総数   普通株式 4,437.5千株

※２ 自己株式の保有数  普通株式     79千株

――――― 

※３ 資産の時価評価により、純資産額が9,602千円増

加しています。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号に

より、配当に充当することが制限されています。

 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

※１ たな卸資産の評価替 

   期末たな卸商品の一部について売却可能額まで評

価替を実施し、売上原価に算入しています。(当

期評価損計上額は13,390千円です。) 

※１ たな卸資産の評価替 

   期末たな卸商品の一部について売却可能額まで評

価替を実施し、売上原価に算入しています。(当

期評価損計上額は9,306千円です。) 

※２ 当期商品仕入高および商品期末たな卸残高には部

品が含まれています。 

※２ 当期商品仕入高および商品期末たな卸残高には部

品が含まれております。 

※３ 他勘定受入高の内訳 

減価償却費 44,214千円

有形固定資産除却損 6,042千円

商品廃棄損 6,761千円
  

※３ 他勘定受入高の内訳 

減価償却費 43,823千円

有形固定資産除却損 5,210千円

商品廃棄損 822千円
  

※４ 他勘定振替高の内訳 

販売促進費 13,072千円

販売費及び一般管理費 
「その他」 

8千円

  

※４ 他勘定振替高の内訳 

販売促進費 6,815千円

販売費及び一般管理費 
「その他」 

253千円

  
※５ 研究開発費の総額は66,650千円であり、販売費及

び一般管理費に含まれています。 

※５ 研究開発費の総額は61,010千円であり、販売費及

び一般管理費に含まれています。 

※６ 工具器具備品のうち、社内使用の事務機器の除却

を行いましたため、固定資産除却損として335千

円を特別損失に計上しています。 

※６ 工具器具備品のうち、不使用金型の除却を行いま

したため、固定資産除却損として639千円を特別

損失に計上しています。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度増加 
株式数(株) 

当事業年度減少 
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式  

 普通株式 4,437,500 ― ― 4,437,500

合計 4,437,500 ― ― 4,437,500

自己株式  

 普通株式(注) 79,000 690 ― 79,690

合計 79,000 690 ― 79,690

(注) 普通株式の自己株式の増加690株は、単元未満株式の買取によるものです。 

 

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月20日 
決算取締役会議 

普通株式 130,755 30.00 平成18年１月20日 平成18年４月14日

 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 

平成19年３月19日 
決算取締役会議 

普通株式 130,734 利益剰余金 30.00 平成19年１月20日 平成19年４月13日

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金勘定 1,478,054千円

別段預金 △383千円

現金及び現金同等物 1,477,672千円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係 
 

現金及び預金勘定 1,393,882千円

別段預金 △298千円

現金及び現金同等物 1,393,584千円
  

 

(リース取引関係) 

リース取引については、前事業年度、当事業年度ともに重要性がないため、記載を省略していま

す。 
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年１月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えるもの 

 

 株式 29,676 42,751 13,075

小計 29,676 42,751 13,075

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えないもの 

 

 株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 29,676 42,751 13,075

(注) 期末時価が帳簿価格の30％を超える下落があった場合は、明らかに回復の可能性がある場合を除き減損処

理を行うこととしています。当期は、減損処理を行ったものはありません。 

 

２ その他有価証券で時価のないもの 

 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

 非上場株式 28

 投資事業有限責任組合出資 69,681

合計 69,709

 

３ 当期中に売却したその他有価証券 

 

 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額 

株式 91,360 49,776 ―
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当事業年度(平成19年１月20日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えるもの 

 

 株式 28,776 35,699 6,923

小計 28,776 35,699 6,923

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えないもの 

 

 株式 4,700 4,650 △50

小計 4,700 4,650 △50

合計 33,476 40,349 6,873

(注) 期末時価が帳簿価格の30％を超える下落があった場合は、明らかに回復の可能性がある場合を除き減損処

理を行うこととしています。当期は、減損処理を行ったものはありません。 

 

２ その他有価証券で時価のないもの 

 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

 非上場株式 28

 投資事業有限責任組合出資 57,541

合計 57,569

 

３ 当期中に売却したその他有価証券 

 

 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額 

株式 3,693 2,821 ―
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引状況に関する事項 
 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

(1) 取引の内容 

  当社は、為替予約取引を利用しております。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社は、基本方針として将来のたな卸資産の購入計

画の範囲内で先物為替予約を行うこととしておりま

す。また、一定の限度額を設け余資の運用を行ってお

ります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

  当社は、たな卸資産の購入に係る将来の為替レート

の変動リスクを回避する目的で包括的な先物為替予約

取引を行っております。また、余資運用を目的に先物

為替予約取引を一部利用しております。 

(3) 取引の利用目的 

同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  当社の行っている先物為替予約取引は為替相場の変

動によるリスクを有しています。予約先はいずれも信

用度の高い銀行であるため、相手方の契約不履行によ

るリスクはほとんどないと判断しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

  デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引の実行及び管理は経理部が行っており

ます。取引権限および取引限度額を定めた社内管理規

程を設け、取引結果は毎月役員会に報告されておりま

す。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

同左 

(6) その他 

  「取引の時価等に関する事項」についての「契約額

等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的

な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自

体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもので

はありません。 

(6) その他 

同左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度(平成18年１月20日) 

 

区分 種類 契約額等(千円) 
契約額等の 

うち１年超(千円)
時価(千円) 評価損益(千円) 

為替予約  

買建  

米ドル 112,220 ― 113,137 917

市場取引
以外の 
取引 

ノルウェー 
クローネ 

92,660 92,660 94,857 2,197

合計 204,880 92,660 207,994 3,114

(注) 時価はデリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格です。 
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当事業年度(平成19年１月20日) 

 

区分 種類 契約額等(千円) 
契約額等の 

うち１年超(千円)
時価(千円) 評価損益(千円) 

為替予約  

買建  
市場取引
以外の 
取引 

ノルウェー 
クローネ 

92,660 92,660 104,928 12,269

合計 92,660 92,660 104,928 12,269

(注) 時価はデリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格です。 

 

(退職給付関係) 

該当事項はありません。 
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(ストック・オプション等関係) 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 

 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 勤続３年以上の当社従業員 ７名 
当社の取締役１名及び従業員(幹部社
員)５名 計６名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 28,000株 普通株式 27,000株 

付与日 平成12年６月15日 平成13年６月15日 

権利確定条件 条件は付与されておりません。 条件は付与されておりません。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 

自 平成14年６月16日 至 平成22
年６月15日 
対象者として新株予約権を付与され
たものは、新株引受権行使において
も、当社の取締役または従業員であ
ることを要する。 

自 平成15年６月16日 至 平成23
年６月15日 
対象者として新株予約権を付与され
たものは、新株引受権行使において
も、当社の取締役または従業員であ
ることを要する。 

(注) 株式数に換算して記載しております。 

 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 

 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 

権利確定前       (株) 

 前事業年度末 ― ―

 付与 ― ―

 失効 ― ―

 権利確定 ― ―

 未確定残 ― ―

権利確定後       (株) 

 前事業年度末 28,000 21,000

 権利確定 ― ―

 権利行使 ― ―

 失効 10,000 ―

 未行使残 18,000 21,000

 

② 単価情報 

 

 平成12年ストック・オプション 平成13年ストック・オプション 

権利行使価格      (円) 1,281 534

行使時平均価格     (円) ― ―

 



ファイル名:080_0707700101904.doc 更新日時:2007/04/11 8:21 印刷日時:07/04/11 8:22 

― 48 ― 

(税効果会計関係) 

 

 
前事業年度 

(平成18年１月20日) 
当事業年度 

(平成19年１月20日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生

の主な原因別の内訳 

 (流動の部) 

  繰延税金資産 

  

貸倒引当金超過額 

商品評価損 

未払事業税 

繰延税金資産合計 

17千円

6,110千円

3,740千円

9,867千円
 

―

6,678千円

7,526千円

14,204千円
 

 

 (固定の部) 

  繰延税金資産 

  

未払役員退職慰労金 

投資有価証券 

無形固定資産 

その他 

繰延税金負債(固定)との相殺 

  繰延税金資産合計 

  繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金資産(固定)との相殺 

  繰延税金負債合計 

  繰延税金資産合計 

20,347千円

4,750千円

4,574千円

72千円

△5,320千円

24,422千円

5,320千円

△5,320千円

―

34,289千円
  

20,347千円

4,750千円

―

72千円

△2,797千円

22,372千円

2,797千円

△2,797千円

―

36,576千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との差異の原因となっ

た主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との差異

が法定実効税率の百分の五以下

であるため注記を省略しており

ます。 

同左 

 

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年１月21日 至 平成18年１月20日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年１月21日 至 平成18年１月20日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

該当事項はありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

１株当たり純資産額 452円89銭 １株当たり純資産額 453円33銭

１株当たり当期純利益 17円84銭 １株当たり当期純利益 31円35銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

17円79銭 潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

31円30銭

(株) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年１月21日 
至 平成18年１月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月21日 
至 平成19年１月20日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 77,734 136,630

普通株式に係る当期純利益(千円) 77,734 136,630

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,358.5 4,357.9

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
に用いられた当期純利益調整額の主要な内訳
(千円) 

― ― ―

当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 
(千株) 

自己株式譲渡方式によるストックオプション 10 8

普通株式増加数(千株) 10 8

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

平成12年６月15日定時株主総会
決議ストックオプション(自己
株式譲渡方式)     28千株

平成12年６月15日定時株主総会
決議ストックオプション(自己
株式譲渡方式)     18千株
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(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成17年１月21日 至 平成18年１月20日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成18年１月21日 至 平成19年１月20日) 

該当事項はありません。 
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⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券   

(その他有価証券)   

 日本電信電話㈱ 15 9,210 

 ㈱テルモ 1,000 4,650 

 ㈱トイカード 280 28 

計 1,295 13,888 

 

【その他】 

 

銘柄 投資口数 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券   

(その他有価証券)   

 MBLベンチャーキャピタル㈱ 2 57,541 
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【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産   

 建物 36,908 ― ― 36,908 16,809 1,013 20,099

 車両運搬具 9,482 ― ― 9,482 8,936 87 546

 工具器具備品 485,680 40,925 96,781 429,824 379,108 44,324 50,716

 土地 6,984 ― ― 6,984 ― ― 6,984

 建設仮勘定 ― 4,089 ― 4,089 ― ― 4,089

有形固定資産計 539,055 45,013 96,781 487,287 404,853 45,424 82,434

無形固定資産   

 電話加入権 698 ― ― 698 ― ― 698

 ソフトウェア 13,740 ― ― 13,740 13,740 71 ―

 商標権 1,000 ― ― 1,000 1,000 17 ―

無形固定資産計 15,438 ― ― 15,438 14,740 88 698

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

工具器具備品 金型等設備 40,805千円

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

工具器具備品 金型等設備 96,633千円

 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 2,312 1,789 ― 2,312 1,789

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄は、洗替えによる戻入額です。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 622

預金 

当座預金 1,347,384

普通預金 20,392

外貨定期預金 25,186

別段預金 298

小計 1,393,260

合計 1,393,882

 

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

㈱サンエム 4,300

合計 4,300

 

期日別内訳 

 

期日別 金額(千円) 

貸借対照表日から１ヶ月以内 1,100

２ヶ月以内 1,800

３ヶ月以内 1,400

合計 4,300
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ハ 売掛金 

相手先別内訳 
 

相手先 金額(千円) 

日本トイザらス㈱ 246,444

㈱ハピネット 57,661

トイズユニオン㈱ 46,021

㈱モリガング 33,300

㈱河田 30,426

その他(注) 84,840

合計 498,691

(注) ㈱クマモト 他 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
 

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
 

(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 
 

滞留期間(日) 
 (Ａ)＋(Ｄ)
 ２ 
 (Ｂ) 
 365 

 

374,461 2,840,749 2,716,520 498,691 84.5 56日

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。 

 

ニ 商品 
 

区分 金額(千円) 

女児玩具 51,830

幼児・知育玩具 59,465

遊具・乗り物 3,434

新規・その他 11,970

合計 126,700

 

ホ 部品 
 

区分 金額(千円) 

部材 2,299

合計 2,299
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② 流動負債 

イ 支払手形 

相手先別内訳 
 

相手先 金額(千円) 

㈱東急エージェンシー 33,975

㈱ビックウエストアド 16,766

㈱アサツー ディ・ケイ 15,023

㈱マッキャンエリクソン 14,403

㈱ウイング 13,790

その他(注) 14,178

合計 108,135

(注) サン・ケミカル㈱ 他 

 

期日別内訳 
 

期日別 金額(千円) 

貸借対照表日から１ヶ月以内 34,593

２ヶ月以内 38,095

３ヶ月以内 35,447

合計 108,135

 

ロ 買掛金 
 

相手先 金額(千円) 

TOMY THAILAND LTD. 6,978

㈱ビーバズ 5,949

㈱ブレイブ 4,047

㈱バンダイロジパル  3,081

BLUE BOX INTERNATIONAL LTD. 1,893

LUNG CHEONG TOYS LTD. 1,218

その他(注) 1,191

合計 24,357

(注) GOOD BABY CHILD PRODUCTS CO., LTD. 他 

 
 
(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月21日から１月20日まで 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月20日 

株券の種類 500株 1,000株 10,000株 

剰余金の配当の基準日 １月20日 ７月20日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券一枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 
１単元当たりの手数料金額を当社株式取扱規程に基づいて算定し、これを買取った単
元未満株式の数で按分した額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 

(注) １ 平成19年４月12日開催の定時株主総会において、単元未満株式の権利を規定する旨の定款の一部変更が

行われました。 

２ 平成19年４月13日より株主名簿管理人を東京都千代田区丸の内一丁目４番５号三菱UFJ信託銀行株式会

社に変更いたしました。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

 

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第29期) 

自 平成17年１月21日
至 平成18年１月20日

 
平成18年４月19日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第30期中) 
 

自 平成18年１月21日
至 平成18年７月20日

 
 
平成18年10月18日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成18年４月13日 

ピープル株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  堀 之 北  重  久  ♆ 

 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  北  川  健  二  ♆ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているピープル株式会社の平成17年１月21日から平成18年１月20日までの第29期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ピープル株式会社の平成18年１月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 
 
 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
 


